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アンケートから見る法律関連事務員像
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はじめに

◇性別

女 1407名 82.6% 1172名 86.1% 239名 84.5% 2172名 83.3%
男 297名 17.4% 186名 13.7% 26名 9.2% 435名 16.7%
NA 　 　 3名 0.2% 18名 6.4%

◇年齢(①～③は上位順)

19歳以下 4名 0.2% 0名 0.0% 　 　
20～24歳 ③244名 14.3% 102名 7.5% ③46名 16.3%
25～29歳 ①423名 24.8% ①337名 24.8% ①67名 23.7%
30～34歳 ②338名 19.8% ②297名 21.8% ②56名 19.8%
35～39歳 210名 12.3% ③173名 12.7% 25名 8.8%
40～44歳 159名 9.3% 154名 11.3% 21名 7.4%
45～49歳 155名 9.1% 120名 8.8% 16名 5.7%
50～54歳 100名 5.9% 78名 5.7% 7名 2.5%
55～59歳 19名 1.1% 74名 5.4% 5名 1.8%
60歳以上 20名 1.2% 22名 1.6% 9名 3.2%
NA 32名 1.9% 4名 0.3% 31名 11.0%

　『全法労協』は、１９８７年の結成を目前にした最初の全国調査、その後１９９０年から今日まで連続し
た全国調査を実施してきました。年度により項目の有無や変動があり完全な対比はできませんが、全体とし
ての傾向はおおよそ判断できるものとなっています。以下、アンケート結果から見た法律関連事務員像を紹
介します。
   私たちの労働条件をデータから見ると、全体としては、徐々には前進してきており、運動の反映が示され
ています。
   しかし、「法律を業とする業種にありながら法律が遵守されていない。」「社会的には当然の諸制度が未
確立のまま放置されている。」、さらに「圧倒的に女性が多数を占めている職場にもかかわらず母性保護が
大変遅れている」ことなど、法律・司法関連業種が旧態依然とした無権利状態に近い職場環境にあり、全国
の仲間はこれらの改善に強い要求をもっていることも示されています。
　データの中に出てくる 「日弁連（１９９５年）」は、１９９５年１１月の第９回弁護士業務対策シンポジ
ウム（於・東京）に向けて、同年２月に第一東京、仙台、山口県の各弁護士会の弁護士を対象に実施された
もの［１９９５年１１月２４日、日弁連第９回業対シンポ運営委員会（第２分科会） 資料集］から引用して
います。「日弁連（２０００年）」は、日弁連が１０年毎（第１回が１９８０年、第２回が１９９０年）に
実施している「弁護士業務の経済的基盤に関する実態調査報告」の２０００年３月に実施されたもの［自由
と正義、２００２年臨時増刊号、第５３巻第１３号］から引用しています。また「ＮＡ（ノーアンサー）」

1995年 2005年 日弁連(1995年) 日弁連(2000年)

＊性別：女性の割合は、１９９０年代前半は８０％前後でしたが、その後徐々に割合が増加し、
近年では８５％前後となってきています。

＊年齢：年齢では、２０歳台、３０歳台、４０歳台以上、のほぼ３等分となっています。

1995年 2005年 日弁連(1995年)
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19歳以下 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳

55～59歳 60歳以上 NA
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